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Ⅰ．はじめに

１．学習指導要領の変遷と課題

　日本の学校英語教育の目標は，１９８９年の学習指導要領

の改訂により英語理解を通して達成される知的・文化的

な価値を目指す言語活動からより実用的価値を目指すコ

ミュニケーション活動への転換が図られた注１）（石原，

２００７；鳥飼，２０１４）。この改訂は，英語教育におけるそ

れ以前の日本語での文法訳読式の授業が見直され，その

後英語でのコミュニカティブな授業が拡大する契機と

なった。

　その後の指導要領の変遷とともに，教師の言語活動に

は英語を中心とする支援への変化が求められてきた。主

な変化として，この年の積極的コミュニケーション
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抄録：本研究の目的は，英語教師の教室教授言語（instructional speech［IS］，日本語と英語による教育
的支援）を現在（２０２０年）と過去の２時点（１９９０年初頭と２０１０年代初頭，前者はコミュニカティブ

教授法の初めての導入時期，後者は高校の原則英語授業の導入時期）で比較し，そのパターンを同定

することである。中学高校の３名の教師の発話から１単元分が収集され，Kaneko（１９９２）及び表（２０１１）
の結果と比較された。分析では，⑴日英 IS比の比較，さらに⑵ Ellis（１９８４）の教授目標の３区分に
基づくカテゴリ化を用いて ISの機能が比較された。その結果，時代を追う毎の日本語減少の傾向に
加え，言語別の発話機能のパターンにも違いがみられた。これらの結果から過去３０年間の教育目標

の変遷を基に教授日本語をどのように洗練させ，また教授英語をどう拡充するべきかについてのいく

つかの示唆を得た。
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Abstract：This paper aims at a brief observation by comparing English teacher s instructional speech (IS, an 
instructional support in English and Japanese) of the present time (2019) with the past two times (three decades 
ago, the timing of the advent of the communicative teaching method, and a decade ago when the policy of 
English only in the English classroom was introduced). Data collected from three ISs through one course unit 
at the level of junior and senior high school were compared with Kaneko (1992) and Omote (2011). Analyses 
were conducted twofold: first, (1) to compare the ratio of instructional Japanese speech to instructional English 
speech, and then, based on the three pedagogical goals in the classroom (Ellis, 1984), (2) to compare the 
function of the IS. Results revealed an association between the pattern of the three goals and the IS ratio, as well
as the tendency of decreased Japanese speech over time. The findings suggest that the pattern (teacher s
behaviour in the Japanese and English utterances) might have changed in some way or another, as the 
educational goal in English instruction trends for the past thirty years. Implication was presented about how 
teachers should refine instructional Japanese and expand instructional English.

Keywords：Instructional speech (IS), IS ratio, refinement of instructional Japanese, expansion of instructional 
English
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（１９８９年）を皮切りに，約１０年後の実践的コミュニケー

ション能力の育成や英語必修化（１９９８年），さらに１０年

後の高校における授業の原則英語使用（２００９年）や近

年の小学校英語の教科化（２０１７年）など，幾つかの指導

要領の改訂を経て英語授業を取り巻く教師の目標設定や

支援内容が文法訳読式からスキルあるいはオーラル重視

へと変化した。これにより教師の英語支援の実質的な重

要性が増大し，２０１７年告示の新学習指導要領では，中学

校でも日本語はあくまで補助的運用に留め，「授業は英

語で行うことを基本とする」ことが求められている（文

部科学省，　２０１７，pp．８６－８７）。
　しかしながら，学校で日常的に用いられる日本語をど

のように補助的使用へと変えていく（洗練させる）かに

ついての国のガイドラインは存在しない。日本では母語

を対象とした英語科教育の実証的研究は少なく，Kaneko
（１９９２）によれば，教師は自身の主観的体験に基づいて

授業をしてきた。近年の量的使用割合の集計では日：英

＝７：３と日本語行使率が英語を上回っている（Omote，
２０１７）ことから，日本語は母語による教授的支援行動の

中心であり，母語であることによりあまり意識されない

まま日本語行使がなされている可能性がある。一方，言

語的側面から日本語を批判的思考のツールとして意識的

に活用するべきだとして英語だけで教えることには賛同

しないとする立場（鳥飼，２０１４；鳥飼他，２０１７）もあり，

こうした背景から今日学校には教室教授言語の問題をめ

ぐって少なからず混乱した現状がある。

２．研究の目的

　本研究の目的は，英語教師の教室教授言語（日本語と

英語による教育的支援）を現在（２０２０年）と過去の２

時点（１９９０年初頭と２０１０年代初頭）で比較することで

ある。これにより日本の３０年間の英語授業における教

室教授言語（instructional speech，以後 IS）パターンの
推移の傾向を同定し，日本語と英語を駆使する教師の発

話行動（役割）にどのようなパターンの違いや変化が見

られるのかを明らかにする。

３．先行研究

１）教室教授言語研究と国内外の動向

　本研究における ISとは，英語教師の教育的支援が目
標外国語（英語）と母語（日本語など）で行使されると

き，そこで媒介される教師の発話を指す。多くの知見の

蓄積がある英語学習の研究に比べて，母語を含めた支援

のあり方を扱う IS研究は日が浅い（Littlewood & Yu，
２０１１）。また，前述のように母語行使を学校教育の基本

とする日本には母語をどう抑制すべきかという課題があ

る。Macaro（２００９）によれば，IS研究は学業達成を２
言語で支援する外国語教育に基づくものであり他教科に

無い特異性（バイリンガル教師としての専門性）を問題

とする。また，ISに影響する要因間の関連が不明確で
実証研究も十分ではない。

　海外の動向を概観すると，外国語教育では ISに関す
る一致した意見が見られない（Brooks-Lewis，２００９）。
例えば，教師の専門性（英語機会最大化）の観点から授

業での母語発話を認めるか否かの対立をめぐって研究者

間で繰り返し議論がなされている（Atkinson，１９９３；
Cook，２００１；Duff ＆ Polio，１９９０；Turnbull ＆ Dailey-O’
Cain，２００９）。対立の主な理由としては，教授言語が様々
な要因で変動するという問題（IS比の不確定性）がある。
例えばそれは，母語・外国語の組み合わせ（Duff ＆ 
Polio，１９９０），英語に対する教師の母語話者・非母語話
者性（Kim ＆ Elder，２００５），スキルか入試かなどの教
育目標の違い（Liu et al，２００４），学習者や教師の運用
能力（Crawford，２００４）などの諸要因で変動し，加え
て同一教師による一連の授業（Edstrom，２００６）でも変
化する。しかしながら，欧米以外のアジア・中東圏にお

ける英語授業の文脈，例えば，非英語母語話者の教師や

学業的（入試）目標などに限れば英語の能力やネイティ

ブ性による変動が母語に与える抑制の度合いは必ずしも

大きくない（母語行使優位）。また，日本のように外国

語として英語を学ぶ国々においては教師の母語行使（容

認）信念が第２言語として学ぶ欧米よりも高い傾向にあ

る（Çelik，２００８；Joyce，von Dietze，＆ von Dietze，
２００９；表，２０１２；Song，２００９；Tang，２００２）。
　この議論の中心には教師が目標達成へ向けた最適発話

パターンを目指すときに陥る接触機会のジレンマが関係

している。学習者の英語運用を育むためには，一般に，

できるだけ多く英語に触れ母語を使わずに英語を使うこ

とに慣れていく必要がある。しかしながら，英語を増や

せば増やすほど，運用能力を超えたりタスク難易度が上

がったりして内容理解が進まず不明瞭となるため，教師

は母語行使の必要性に迫られる。これが接触機会のジレ

ンマである（表，２０１２）。この場合，教師は自身の言語

活動における最適パターンは何かという疑問と共に，ど

のようにすれば学習者が母語に過度に依存する状況を生

むことなく学習達成を支援できるのかという葛藤に陥る

こととなる（Turnbull，２００１）。こうした理由から，この
問題は母語行使率が依然として高いと思われる日本の英

語教育ではとりわけ喫緊の課題である（Omote，２０１７）。
　２０１０年代以降，IS研究は実態の把握から教師の行動
原理の探求へと研究の焦点が移っていった。Littlewood 
and Yu（２０１１）は，授業中の英語支援増加は必要ではあ
るが個人が教授信念として持つ実践的行動原理も無視で

きないとし，この対立を超えるには英語接触機会とのバ

ランスを保ちつつ母語を洗練させることが重要だと主張

した。これは，単一母語環境にある日本社会の学校では
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特に有用である。なぜなら，教師は母語容認信念による

行動で学習者の不安を和らげたり理解を深めたりする補

償的役割を担っているからである（表，２０１２）。母語の

こうした補償機能は，結果的に教師の母語行使を押し上

げている（Omote，２０１７）。同様の視点から，De la Campa 
and Nassaji（２００９）は，教師自らが楽しく，主観的なや
り甲斐が感じられるような発話行動が結果的には学習動

機づけを経由して教師の行動原理の一つとなっていると

述べている。

２）ＩＳ研究における発話の計量化

　IS比の算出は国際的に定められた方法がない。また，
いくつかの計量化手法にはそれぞれ一長一短があるので

その都度目標言語と母語の関係に則して行われるのが一

般的である。計量化には抽出と分類の２つのフェーズが

ある。先ず抽出では，異質な言語同士を可能な限り正確

に比較するためにそれぞれの統語（文法）や表記（文字）

体系に注意する。それは，これらの異なりの程度により

単語カウント法と時間サンプリング法のいずれかを選択

する必要があるからである。例えば，日本語と英語の比

較では，以下に述べる理由から時間サンプリング法が単

語カウント法より優れている。

　文法構造が近い言語同士，例えば，同じアルファベッ

ト表記の屈折語である英語と独語の場合，表記や品詞の

差が少ないために単語を数え上げの単位とする頻度比較

が容易である。例として，De la Campa and Nassaji（２００９）
は，カナダ在住の英語話者学生に対する独語会話の２名

の教師発話から単語カウントにより英：独＝１：９の

IS比を得，また Rolin-Ianziti and Brownlie（２００２）は，オー
ストラリアの英語話者学生の４名の仏語教師の発話から

同様に英：仏＝１：９の IS比を得ている。これに対し，
膠着語に属する日本語には表記の違いに加えて英語には

ない付属語（助詞・助動詞）があることから品詞数や統

語構造が数え上げの障害となる。このため単語カウント

の代わりに時間サンプリングを用いる。

　分類法には定性的分類と定量的分類の２通り（カテゴ

リ化と時間測定）があり，前者には，Duff and Polio（１９９０）
のコード分類が使われる。これは，割合を算出する変数

となる音声や転写データ上の時間（５０分授業など）を

予め０秒から一定間隔（１５秒など）のロットに区切って

抽出（無音，不明瞭なロットは除く）しておき，そこに

出現するサンプルを２つの言語へ分類することでその数

え上げ頻度や割合を比べる。例えば，５０分＝２００ロット

（５０×６０／１５）に対して母語：英語＝１２０：８０の頻度で

あれば IS比は６：４の割合となる。
　Duff and Polio（１９９０）は，発話の統語的機能（語順や
修飾関係）が母語基盤的か目標言語基盤的かという定性

的区分（カテゴリカル５分類，表１）を用いて米国

UCLA大の２６回の外国語授業（教師１３名×２回）を対象
に英語（母語）と各目標外国語の IS比を割り出し，英語：
目標語＝３：７，ばらつきの幅は０：１０から９：１と

いう結果を得た。これは教師間の IS比のばらつきが母
語次第で大きく異なることを表している。また，母語行

使率は平均で３割と低く留まっている。加えてこの分類

では２人の分析者が分類作業を２度行い，評定者間信頼

性を高める工夫もなされた。しかしながら，発話の定義

付け（後述）や分類プロセスの妥当性　（例えば，各母

語の文法構造と英語がどの程度違うのか，Mixはどちら
の統語基盤のものかなど）が不明であることや，IS比
が母語を統語基盤とする発話（L１＋L１c）と目標外国語
を統語基盤とする発話（L２＋L２c）からの比のみで構
成されMixの集計（０％から７．５％）が含まれないこと
などの理由から，必ずしも計量化が正確になされている

とは言えない。

　一方，同じ時間サンプリングでも定量的抽出で IS比
を算出している研究に Kaneko（１９９２）がある。ここで
は中学と高校の日本人教師を対象に６名の総合・読解授

業で単位授業当たり平均２１分（４５分中，残りは無音）

の音声データが回収された。抽出にはロットと名義尺度

を用いるカテゴリカルな手法ではなく量的変数（時間測

定）が用いられ，収録音声中に占める教師・生徒の日英

言語の時間占有率が秒単位で比率化された。これは厳密

には時間割合であるので発話としてサンプリングした

IS比とは呼べないが，結果は，日：英＝８：２（２３，
２７５．５１秒：６，０７０．９３秒＝７９％：２１％），授業別のばら

つきは５：５から８：２（２３回）であった。また生徒

との比較による分散分析では，教師は生徒よりも有意に

多くの日本語占有時間があった（教師：生徒≒８：２）。

この結果は９０年代初頭の中等教育における英語読解授

業で教師の日本語行使の多さを時間的側面から限定的に

示唆している。

　さらにその２０年後，「英語で授業を行うことを基本」

とした学習指導要領（文部科学省，２００９，p．４３）の改
訂直後に高校教師（２名，計２２回の読解授業）を対象

に行われた調査がある（表，２０１１）。ここでは，Duff and 
Polio（１９９０）で不明確だった発話の定義を Crooks（１９９０

表１　Ｄｕｆｆ ａｎｄ Ｐｏｌｉｏ（１９９０）のカテゴリカル５分類

コード 言語区分

L１ 発話は，完全に母語のみで機能

L１c 発話は，目標言語の語句が含まれた母語として機能

Mix 発話は，母語と目標言語で混成して機能

L２c 発話は，母語の語句が含まれた目標言語として機能

L２ 発話は，完全に目標言語のみで機能

Pause 発話は，無し

？ 発話は，不明瞭

Note：L１c，L２cのうち，L１と L２はそれぞれ母語と目標言語を指し，cは
その言語の中に他の言語による引用が含まれることを表す。
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［Kaneko，１９９２より］）に基づいて改良した計量化手法
が使われた。Duff and Polioでは発話が単に前後が無音
で区切られた音調の流れとしか定義されておらず，手順

の再現時に音調を区別する境界がわからないことや２つ

あるいは３つ以上の複数の発話がロットに存在するとき

のコーディング対象の選択に迷うことがあり，分類対象

とする発話の同定が課題であった。これに対し，Crooks
（１９９０）では，発話は⑴音調曲線（抑揚），⑵１秒以上の

音の中断，⑶意味のまとまり，のそれぞれの中からいず

れか一つあるいはそれ以上がある音声の流れと定義され

ていることから，表（２０１１）は１５秒毎の中央５秒間（５

－１０秒）をロットの優先的参照ポイントと定め，その枠

内に最大時間を占めた上記定義の発話に Duff and Polio
のコード（表１）を適用した（参照枠内に発話が無い場

合は枠外の発話が対象）。これにより，ロット内に複数

の発話がある場合の分解能が上がり，さらに一律に参照

枠を見れば分類対象が決まるためスムーズな分類が可能

となった。またここではMixが英語接触機会の増大に
寄与する発話であるとして一律に英語に含められ，（i）
の算出式で割合が求められた。

日：英＝｛L１＋L１c｝：｛L２＋L２c＋Mix｝・・・・・・・・（i）

　このようにして，最終的な IS比，日：英＝８：２が
得られた。以上をまとめると，少なくとも過去の ISの
量的比較を見る限りでは，コミュニカティブな目標へと

最初に舵が切られた１９８９年直後の Kaneko（１９９２）の結
果（８：２）と，その凡そ２０年後の表（２０１１）の結果

では教師の IS比全体としては差が見られなかったと言
える。

３）Kaneko（１９９２）の発話機能分析

　Kaneko（１９９２）は，さらに日本語行使傾向の要因と
なる日英発話状況を調べるため Ellis（１９８４）の教授目
標の３区分に基づく区分表（表２）から６名の教師の４

回の授業（単元には基づかない）を対象に発話単位での

機能分析を行った。Ellisの３区分は，目標言語を教え
るときの教師の言語的役割を Core Goal（CG，授業内容），
Framework Goal（FG，授業運営），Social Goal（SG，人
間関係）の３つの目標から分析しようとするものである。

区分のポイントは，教師の教室における役割を学習内容

だけでなく学習内容を支える枠組み，及び社会としての

学校という面からも捉えたことにある。これは母語行使

をする日本の教師の発話にも十分に適用可能と思われ

る。

　Ellis（１９８４）によれば，CGはさらに，⑴媒介的目標（教
師自身が英語の言語的媒介となること），⑵伝達的目標

（教えるべきカリキュラム内容を伝達すること），⑶活動

的目標（活動や演習が非言語的にも個々人の行動で達成

されること）のサブカテゴリから成る。また，FGは授
業を維持運営するための教師や学習者の言語活動（モニ

タリングや注意喚起，確認やまとめなど），そして SG
はその他の教育の枠組み内での個人的な言語活動であ

る。Ellisは，ここで教室に母語が様々な学習者が混在
している英語（第二言語）授業における ISを想定して
おり，したがってこの目標の３区分は必ずしも英語教師

の母語行使の役割（不安の緩和，理解の円滑化など）を

中心とするものではない。しかしながら，前述の通り母

語の補償的機能を捕捉するには教師の行動を学習達成目

標だけではなく学校内あるいは生徒との人間関係という

より広い環境における言語的支援行動として総合的に捉

える必要がある。日本や近隣アジア諸国では，授業を円

滑に運営するための会話や教師と生徒の信頼関係を得る

ための個人的会話で母語が主要なコミュニケーション機

能を担っているからである。同様の理由で IS機能分析
においてこの３区分を有効なツールとする研究は多い

（Kaneko，１９９２；Kim＆ Elder，２００５；Littlewood and Yu，
２０１１；表，２０１１）。表３に Kaneko（１９９２）のデータに教師・
生徒 IS比と教師内 IS比を加えたサマリを示す。
　教師内 IS比は８：２（７８％：２２％）と時間サンプリ
ング法による言語別割合（前述）とほぼ一致している。

Kaneko（１９９２）によれば，CGの教師日本語（４２％）は
主に生徒とのインターアクション中に起こり，英語

（１８％）の大半は CDなどのネイティブ音声を含むモデ
ル読みであったという。しかしながら，全発話の８割が

教師発話であることと，教師の FGの日本語発話（１６％）
が CG（授業内容）の日本語と英語に次いで３番目に多
いことを考え合わせれば，授業展開や指示の大半が教師

の日本語行使によっていたとみるのが自然である。一方，

生徒の英語（１３％）はドリル演習や読み練習であった。

表２　Ｋａｎｅｋｏ（１９９２）の教授目標３区分

表３　Ｋａｎｅｋｏ（１９９２）の目標３区分による発話（％）

Core目標 授業内容を明示的に示すための言語利用（説明，モ
デル読み，学習者の読解タスクなど）

Framework目標 授業運営のための言語利用（学習指示，生徒指導，
またその学習者フィードバックなど）

Social目標 個人的な言語利用（挨拶，上記以外の教育目的に沿っ
た会話など）

Note：Kaneko（１９９２）を著者が翻訳。Ellis（１９８４）から改編された。

目標３区分
教師 生徒

日 英 計 日 英 計

Core目標 ４２（５２） １８（２２） ６０（７４） ５ １３ １８

Framework目標 １６（２０） ０ １６（２０） ０ ０ ０

Social目標 ５（６） ０ ５（６） １ ０ １

教師・生徒 IS比 ６３　　　　 １８　　　　 ８１　　　　 ６ １３ １９

教師内 IS比 （７８） （２２） （１００）

Note：Kaneko（１９９２）から著者により改編。括弧内は教師内 IS比。

鳴門教育大学学校教育研究紀要124



これらを総合すると，Kanekoの対象とした教師は内容
説明や指示を日本語で行う講義型の授業スタイルで，英

語はドリル演習の言語活動に限られていたことが窺われ

る。

４）表（２０１１）の発話機能分析

　表（２０１１）は，Kaneko（１９９２）の約１０年後，これと
ほぼ同様のデザインで収録時間を４回から実践により近

い１１回（連続した１単元授業）へ拡大し，教師２名（教

師 A・高１，教師 B・高２）の発話データから ISの機
能を分析した。ここでは Ellis（１９８４［Kaneko，１９９２より］）
を元にしたスキーマが作成された（表４）。結果は表５

の通りであった。

　この調査の教師内 IS比は，Kaneko（１９９２）と同じ日：
英＝８：２（８０％：２０％）であった。また，ここでは

生徒発話は対象外であり詳細は分析されていないが，発

話全体から推定された IS比は教師：生徒＝８：２と，
やはり Kaneko（１９９２）とほぼ同様の結果であった。一方，
２つの研究の目標別 IS比をみると CGの比率が Kaneko
に比べて表（２０１１）の方で低く，FGと SGの比率は同
じまたは高くなっており，CG，FG，SGの３目標のバ
ランスが平準化される傾向が見て取れた。この時期の教

育目標が徐々にコミュニカティブに移行したことで教師

の支援的役割が変化した可能性が考えられる。

Ⅱ．方法

１．参加者とデータ回収

　本研究で比較する過去の２つのデータは前述のKaneko

（１９９２）と表（２０１１）の結果（調査１及び調査２），また

現在の ISデータは２０１９年から２０２０年にかけて回収され
たデータの分析結果（調査３）である。各調査の参加者

と分類法の概要を表６に示す。

　参加者は，関東（調査１）及び関西（調査２，３）の

中学高校の教師１１名（調査１から３の順に６名，２名，

３名）で，いずれの学校も調査時の総合的学力は地域で

平均的水準であった。科目は中学が総合英語，高校は読

解を対象とし，平均生徒数は調査１から３の順に２４，

３４，３７名であった。若手からベテランまで様々な経験

の教師で，また調査を通じて同一の参加者はいなかった。

対象授業及び回数は，調査１では６名×担当２組×２回

＝２４回の授業から１回の英語指導助手との TT授業を除
いた計２３回，調査２と調査３は各教師の担当する１単

元授業（５～１１回）を対象とし，前者は２２回，後者は２３

回であった。言語分類は，調査１が定量的に（時間測定），

調査２と調査３は定性的になされた（カテゴリ分類）。

２．分析手法

１）発話の計量化

　ここでは調査３について述べる。発話は，言語分類法

（後述）以外は調査２と同様のデザインと手続きで収集

された。研究趣意書への同意後，収録は教師の衣服に装

着された高品質小型マイクと ICレコーダで行われた。
授業収録時間は総計１，１２５分であった。抽出にあたって

は，調査２（表，２０１１）のロット参照枠が用いられ，先

ず対象発話がロット毎に一つ同定された。また，今回は

発話の役割（教授目標）を探ることが目的のため，統語

構造に焦点化する Duff and Polio（１９９０）のカテゴリカ
ル５分類表は用いず，Kaneko（１９９２）が IS比の算出で
用いたカテゴリカル３分類を用いた。これは，コードを

３種類に簡易化し各発話中の日本語が７０％以上なら L１，
６９％から３１％であればMix，３０％以下であれば L２とし
て分類するものである（表７）。今回の調査では，教師

発話を単位とした IS比の計量化が必要なため Kanekoが
行なった定量的時間変数では厳密には発話の指標とはな

らない。したがって，境界の比率が３０％あるいは７０％

前後で判定が容易でないロットは，分析者（第一著者）

がその都度秒単位で占有時間を確認し分類を行った。

表４　表（２０１１）の発話機能別スキーマ

表６　参加者と分類法

表５　表（２０１１）の目標３区分による発話（％）

目標（略号） 番 番号と機能 Kaneko（１９９２）

Core目標
（CG）

１ 意味（訳出）・読み・発音提示
学習のコア：授
業内容を明示的
に示す

２ メタ言語（文法・解説）

３ 日英対比（言語・文化）

４ 学習説明（タスク目的・方略）

Framework目標
（FG）

５ 活動指示（指名・方向付け）

学習の枠組み：
授業を運営する

６ 確認（理解・進度）

７ 評価（賞賛・訂正）

８ 授業連絡

Social目標
（SG）

９ 効率化（フィラー・相槌）

個人的言語：教
育目的を果たす

１０ 円滑化（注意・励まし・声掛け）

１１ 挨拶（個人的発言・独り言）

１２ 冗談

調
査

収録
年

校種学年
/教師数

教師×授業回
［生徒数平均］

授業
内容

言語分類法

１ １９９２
中２/３人
高１/３人

（６×４）－１＝２３回
［２４名］

総合
読解

定量的
/時間測定

２ ２０１１ 高１・２/２人
２×１１＝２２回

［３４名］
読解

定性的
/カテゴリ５分類

３ ２０２０
中３/１人
高１・２/２人

５＋（２×９）＝２３回
［３７名］

総合
読解

定性的
/カテゴリ３分類

目標３区分
教師 生徒

日 英 計 計 　

Core目標（CG） ４３ １７ ６０ N/A　
Framework目標（FG） ２０ ２ ２２ N/A　

Social目標（SG） １７ １ １８ N/A　
教師内 IS比 ８０ ２０ １００

教師 Aの IS比 ７１ ２９ １００

教師 Bの IS比 ９０ １０ １００
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２）発話の機能分析

　調査３の発話機能分析では，表（２０１１）で使用された

スキーマが用いられた（表４）。表８にコーディングの

例を抜粋する。コーディングでは略号と番号で属性を符

号化（C１：Core目標の１番など）し，スプレッドシー
トを用いて目標毎に集計した。

　最後に，言語と３目標のそれぞれのコーディングに対

する評定者内信頼性（Kappa係数）を算出した。Loewen 
and Philp（２００６）は，全データの最低１０％を対象に一致
度評価を行うこととしている。そこで，分析者（第一著

者）は１回目のコーディングから４ヶ月後に２回目の

コーディングを行なった。各教師の別々の授業からラン

ダムに１５分間の「開始後」，「中央付近」，「終了前」の３

つのロットを取り出して，合計で１２％のデータ（１５×３

箇所×３教師＝１３５分／１，１２５分）がこれに用いられ，得

られた１回目と２回目の行列から一致度を求めた結果，

言語では Choen’sκ＝．７６７，３区分では Choen’sκ＝．
６６４といずれも十分に高い値が得られた。これらの結果

から評定者内信頼性は高いと判断された。

Ⅲ．結果

　各調査データの比較は，統計ソフトの js-STAR（ver．８．
１．１j）を用いて日英の量的比率（IS比）と日英の発話
機能（３目標）の２つのフェーズで行われた。

　調査の各時点と IS比（３×２分割表，表９）の関連
性をカイ二乗検定で調べた結果，５％水準で有意な関連

性があった（χ２⑵＝６．０６２，p＝．０４８３，Cramer’s V＝．
１４２）。調整後残差分析の結果，他のセルと比べて調査

３の日本語が有意に低く英語が有意に高かった（調整後

確率，p＝．０２２０）。そこで多重比較（調査間）を見ると
調査［２－３］でのみ IS比との有意な関連性（χ２⑴＝４．
２８７，p＝．０３８４）があった（表９及び図１）。なお，全
発話に対する平均教師発話率は８１．３％注２）（８１－８３％）で

あった。

　次に，発話機能（３目標）と年代別の IS比（２×３）
の３×６分割表（表１０）に基づいて関連性の有無を検定

したところ１％水準で関連がみられた注３）（χ２（１０）＝

３１．８０１，p＝．０００４，Cramer’s V＝．２３０）。調整後残差分
析の結果，調査１（１９９２年）の CG（英語）の値が有意
に高く，FG（英語）で有意に低かった（p＜．０１）。これ
に対して，調査２（２０１１年）では CG（英語）と SG（日
本語）で有意に高く，調査３（２０２０年）では CG（日本語）
の値が有意に低く，SG（日本語）では有意に高かった（p
＜．０５）。また多重比較の［CG-FG］，［CG-SG］で有意な
関連が見られた（順に p＝．００８５，p＝．００２４）が，［FG-
SG］では見られなかった（n/a，計算不能）。
　各目標の詳細項目と IS比にも何らかの関連性がある
かどうかを調べるために，量的 IS比に有意な関連性が
見られた調査２と調査３のデータ（９×４分割表）を用

いて同様の分析を行ったが，これは有意ではなかった

（χ２（２４）＝３４．４２２，p＝．０７４４，Cramer’s V＝．２３８，表
１１）。

Ⅳ．考察

　３時点の量的 IS比には関連性がみとめられ，直近の
１０年間で日本語低，英語高のパターンがあることが明ら

かになった。この結果は，教師の教授言語による支援的

役割が観察時点の違い（１９９２年・２０１１年・２０２０年）に

より異なっていたことを表している。とりわけ２０１１年

以降の IS比が日：英＝８：２から７：３へと変化した

表７　カテゴリカル３分類

コード 言語区分

L１ 発話の７０％以上が日本語（３０％以下が英語）

Mix 発話の３１％から６９％が日本語（あるいは英語）

L２ 発話の３０％以下が日本語（７０％以上が英語）

Note：Kaneko（１９９２）を著者により改編。不明や無音のロットについて
は省略。

表８　コーディングの例

言語 目標 発話 ロットと時間

L１
C４

切りながらゆっくり，スラッシュとス
ラッシュの間は早く，間をおいて，背筋
伸ばしてプリント持って

kxxx１＿０４：４５＊

F６ OK，はい，えっと私はお城を訪れるた
めにマドリードに行った，that’s right yxxx１＿２７：１５

Mix
C１ since then he always wants to make new 

robotを作りたかった kxxx８＿２２：００

F５ はいじゃ隣の人とちょっと，Share your 
idea. You have １０ sec. １０秒間。 hxxx３＿０５：４５

L２
C１ When we burn it, they produce what? What 

gas? hxxx３＿２１：３０

S１０ はい，now clean your desk and put your 
smartphone into your bags. yxxx９＿００：３０

Note：ロット名は，マスキング（kxxxなど）名＋授業回＿開始時間を表す。

表９　調査毎のＩＳ比

IS比
χ２ V 教師発話率

日 英

１ ７８ ２２ ８１％

調査 ２ ８０ ２０ ６．０６２＊ ０．１４２ ８０％

３ ６６ ３４ ８３％

Note：＊p＜．０５

図１　発話機能の変遷

日

１００

８０

６０

４０

２０

０

１９９２ ２０１１ ２０２０

英

CG FG

p<.05

p<.05

SG

日 英 日 英
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点は，同時期の Omote（２０１７）の結果とも一致している。
さらに，目標別の IS比に時間的変化のパターンが見ら
れたことで，時代を追う毎に教授言語を通じた教師の支

援的役割に変化が生じたことが考えられる。しかしなが

ら，２０１１年と２０２０年の詳細な項目を用いた比較では有

意な関連性が見られなかったことから，今後はより多く

の事例や申告による定性的なデータで補いつつ検討を加

えていく必要がある。

　次に，発話機能分析についてみると，英語は年代を追

う毎に CGでは減少パターンが，学習の枠組み（FG）
では増加のパターン（１９９２年に有意に低い行使率であっ

たが今日までに増加に転じている）が見られた。但し，

ここで英語が CGで減少していることには注意を要する
と思われる。教授法の推移の視点から言えば，１９９２年か

ら２０１１年までの期間は，それまでの文法訳読式教授法を

改めるためコミュニカティブな教授法の導入を契機とす

る目標変遷期中途である。また，調査１と調査２で見ら

れた学習内容（CG）に関わる英語行使の多さは，同時
期の指示や確認，評価など学習の枠組み（FG）に関わ
る英語発話がほぼ無かったことを考え合わせると極端に

アンバランスなパターンだったと思われる。Kaneko
（１９９２）も述べているようにこれらの時期の CGの英語
行使は実際には CDなど音声教材の提示やドリル演習に
おけるモデル音読が主であった。この点からここで確認

された英語の多さは自然な会話の流れに基づく教師の

FGや SGの英語発話が極めて少ないことが影響してい
ると思われる。これを裏付けるように，３目標のバラン

スは２０２０年時点では FGと SGの英語がプラスに転じ平
準化傾向にある。

　次に，日本語については，２０１１年と２０２０年の２時点

で学習内容に直接は関わらない社会的（SG）機能を持
つ行使率が有意に高く，２０２０年では学習内容（CG）に
関わる行使率が有意に低い傾向が明らかとなった。これ

らの要因としては，それまでの教授目標の変遷で学習内

容や形式が変化したことに伴って，伝統的な講義型（文

法訳読式）の授業スタイルから活動を中心とする非講義

型のスタイルへの変化へと教師の支援的行動も変化した

ことがあげられる。Ellis（１９８４）は，前述の通り CGの
サブカテゴリで言語に直接関わる支援目標として媒介的

目標と伝達的目標の２つを挙げた。Kaneko（１９９２）に
見られたような伝統的文法訳読式の授業では，日本語が

文法や意味内容の伝達，そして学習方略の解説などで５

割を超えて使用され，確かにそれが教育的支援へと繋

がっていた。しかしながら，講義型の授業スタイルから

英語を媒介とするコミュニケーション型の授業スタイル

へと変わるにつれて CGの日本語は徐々に減少し，
２０２０年にはついに有意に低いパターンが生じるまでに

なったことが窺われる。

　また，講義（伝達と説明）重視から生徒との交流（授

業の円滑化や個人的話題）重視への重点目標の変化は，

教師と生徒との社会的交流をそれまで以上に複雑にした

と考えられる。Littlewood and Yu（２０１１）が述べたように，
これにより個々の教師が新たな行動原理に基づく教室教

授言語を個人的に模索したとしても不思議ではない。例

えば，文法解説や日英の対比はやはり必要であると考え

たり（鳥飼，２０１４），日本語無しで教えることには心理

的不安が多いと感じたりして発話支援行動をめぐる葛藤

が生じるなどのジレンマ（表，２０１２）に陥ることもあっ

たかもしれない。そうした試行錯誤の結果が２０１１年及び

２０２０年の SGに関わる日本語を有意に押し上げた可能性
がある。先行研究でも指摘されているように，今回のケー

スに教師の個人的行動原理（De la Campa，＆ Nassaji，
２００９；Littlewood and Yu，２０１１；Omote，２０１７）が反映
されているのかもしれない。この結果は，伝達的支援の

中心的役割を担ってきた教師の情報伝達的支援行動（日

本語行使）を今後どう洗練しつつ媒介的支援行動（英語

行使）へと変えていくべきかという点で教師に有用な示

唆を与え得ると考える。

Ⅴ．結論とまとめ

　本事例の比較により，過去３０年に渡る３時点での教

授言語の違いが一定程度明らかとなった。教師発話の日

英パターンと機能パターンには時間的な関連があった。

これは，教師発話行動（支援的役割）の変化を表してい

ると考えられる。この変化は，教授言語の機能のうち特

に授業内容に関する日本語支援の減少，教授目標に関わ

表１１　目標の詳細項目別集計（％）

表１０　目標毎のＩＳ比（年代別）

IS比
χ２ Vコード １９９２ ２０１１ ２０２０

日 英 日 英 日 英

CG ５２ ２２ ４３ １７ ３２ ２０

目標 FG ２０ ０ ２０ ２ ２０ １１ ３１．８０１＊＊ ．２３０

SG ６ ０ １７ １ １４ ３

Note：＊＊p＜．０１

IS比
χ２ Vコード 詳細項目 ２０１１ ２０２０

日 英 日 英

C１ 意味・読み・発音 ２８ １６ １９ １６

C２ 文法，解説 １０ ０ ７ ２

C３・４ 対比・タスク説明 ６ １ ６ ３

F５ 指示・指名 １４ ２ １３ ９

F６・７ 確認・評価 ３ ０ ５ ２ ３４．４２２ ．２３８

F８ 連絡 ４ ０ ３ ０

S９ 相槌・フィラー ６ ０ １ ０

S１０ 注意・励まし・声掛け ７ ０ １０ ２

S１１・１２挨拶・冗談 ４ ０ ３ １

Note：C３とC４，F６とF７，S１１とS１２はそれぞれ１つの変数とされた。
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る総合的英語支援の平準化，そして社会的支援の増加に

よって特徴付けられた。

　英語で授業を行うことを基本とするという１０年前に始

まった国の目標達成へ向け，今日，日英の量的・機能的

なバランスの良い教室教授言語（IS）が求められている。
そのためには，学習内容はもとより学習の枠組み以外の

社会的交流をも含めた教授日本語（instructional Japanese 
speech）を具体的にどのように精選・削減していくのか，
また，学習活動を十全に支援するための教授英語

（instructional English speech）をどのように形成していく
のか，ISにおける日本語洗練と英語拡充が今後の課題
となる。その解決へ向けてさらに多くのケースを集め，

また量的デザインによるより広い枠組みからの研究結果

とも合わせて統合していくことで，個々の英語教師に

とって有意味で専門性の高い ISの在り方をより深く
探っていくことが可能になると思われる。

注記

注１）また，この２年前に外国人指導助手制度（JETプ
ログラム）が発足（１９８７年）してALT（assistant language
　teacher）が配置されオーラル科目が必修となった。
注２）教師発話は，全ロットから無音と不明瞭なロット，

さらに生徒のみの発話を除いたロットの割合を示す。

注３）これ以降のカイ二乗検定では，期待値分割表に５

未満の値を２０％以上含んでいたため近似値だけで判

断するのではなくフィッシャーの正確確率も求めた。

その結果，同様の結果を得た。
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